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１齢級＝５年平均林齢約４０年

スギ標準伐期令（45年生）未満　74.9％

平成３１年４月１日樹種構成（分収造林）
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福島市公社造林地（スギ・ヒノキ）

注：（）は令和元年度における林齢

スギ
10,657ha
（71.05%）

平成31年4月1日現在
14,999ha

ヒノキ
632ha
（4.21％）

アカマツ
3,007ha
（20.05％）

カラマツ
700ha

（4.67%）

エンジュ
3ha（0.02％）

主に
7割が　スギ
2割が　アカマツ
となっています

スギ　　ヒノキ　　アカマツ　　カラマツ　　その他
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平成３１年４月１日現在 （千円）
売払額

円／㎥（立木価格）
円／日（労務単価）

林産物売払の推移
材積

11,024

山元立木価格資料：一般財団法人日本不動産研究所「山林素地及び山元立木価格調」

ヒノキ 山元立木価格
スギ 山元立木価格
マツ 山元立木価格
普通作業員労務単価

（年度）

（年度）

S42 S44 S46 S48 S50 S52 S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29 H30

（㎥）
売払材積

販売に有利な採材方法の現地検討会（伊達市公社造林地）

1,315ha

1,094ha

475ha

827ha

1,598ha

302ha

390ha

168ha

　公社は、山村地域を中心に多目的機能を発揮する森林整備を進めてきましたが、整備に要する資金の大半を補助金
及び借入金により進めております（図1）。平成３０年度末の長期借入金残高は４９９億円となっています（図2）。一方、ス
ギの立木価格は持ち直しつつあるもののピーク時の１／７に低迷する（図3）など厳しい経営環境に置かれていること
から、間伐材の積極的な販売（図4）や、土地所有者の協力と国、県等の支援を受け経営改善に取り組んでいます。
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造林補助金
71.4%

平成３０年度事業費
３３４，５６５千円

日本政策金融公庫
借入金
22.7％

福島県
長期借入金
0.0％

スケールメリットを活かしたサテライト市の開設支援
（会津美里町サテライト市）

（計画期間　Ｒ１～Ｒ５年度）

◯森林の公益的機能の持続的発揮 ◯木材の生産、販売対策 ◯公社運営の改善（コスト削減）

＜ 効  率  的  な  森  林  整  備  ＞

＜ 市町村との連携による新たな森林管理システムへの挑戦 ＞

 ＜ ＩＣＴ技術、新たな施業技術の活用 ＞

高性能林業機械を活用した効率的な森林整備（福島市公社造林地）

重点的に取り組む事項

自己資金
5.9%
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18,100

6,747

経営改善計画書（第２次緑の森づくり新生プラン）

・補助事業の活用による効率的な森林
　整備、率先した森林再生への取組
・長伐期・非皆伐施業の実践による
　公益的機能の発揮 

・補助事業を活用し、低コスト化に
　向けた効果的な路網を整備
・有利な取引条件の確保、計画的な生
産管理、大口需要先の取り込み等販
路の拡大、未利用材の活用などス
ケールメリットを生かした販売対策
を実施

・契約者への丁寧な説明、信頼関係の
構築により分収割合の見直しを推進
・経営改善積立資産を活用し、公庫借
入金の繰上償還による利子負担を軽
減、不成績林の解消
・事業資金の確保、借入金の抑制のため
県、国、市町村等の協力、支援を要請

・公社造林地と一体的に管理すべき人
工林の管理・施業の受託、技術支援
等　　　　

・林業専用道との調整による低コスト
　化に向けた効果的な路網の整備
・一体的な人工林管理によるスケール
   メリットを生かした有利な販売対策
・未利用材のバイオマス活用　　　　

・新たな森林管理システムの実施に
　よる受託収入の確保　

・航空レーザー計測データなどＩＣＴ技術の活用により資源情報の精度向上を図り、安定的な材の供給体制を整備し有利な販売につなげる
・列状間伐など新たな施業技術の導入による作業効率の改善
・技術研修会の開催　　　　

山元立木価格（全国平均）・県普通作業員労務単価の推移（図3）
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長伐期・非皆伐施業の推進

　公社では長伐期非皆伐による針広混交林化施業を推進しています。植栽木を上層木とし、下層木は天然
更新による多段林を造成するもので、針広混交林の状態で分収造林契約を終了します。土地所有者の方々
に皆伐による再造林の必要がなくなります。

契約期間80年、収益分収割合
公社８：土地所有者２の契約地に
おける基本的な施業の考え方
です。森林の状況により対応は
異なります。

※更新伐
スギなど針葉樹の人工林の針広混合
林化を促進することを目的に伐採率を
高くして行う伐採方法

〈スギの場合〉

３０年頃

【定性間伐】

45年頃

【列状間伐】

60年頃

【列状間伐】

70年頃

【列状更新伐※】

79年頃

【主伐】

素材生産

素材生産

素材生産

立木売

針 

広 

混 

交 

林 

化

分
収
造
林
契
約
終
了
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契約者の皆様へ

　当公社においては、分収割合変更と契約期間延長について、合わせてお願いしております。

１  分収割合変更及び契約期間延長のお願い

　下記に該当する方は、当公社あてに連絡をいただきますようお願いします。
　契約締結から相当な期間が経過していることから、近年、契約者が不明になっている事案が増加してお
ります。
　契約者又は継承人の方からの変更の届出がなければ、契約者不明により、分収金をお支払いする際に
支障が生じる場合がございます。皆様の御協力をお願いします。

２　契約者情報の変更届出のお願い

（令和2年2月作成）

区　分 変更内容 概　　　　要

分収割合変更
原契約の分収割合「公社６：
契約者４」を「公社８：契約
者２」へ変更する。

当公社としてもこれまで管理経費の削減等に努めてまい
りましたが、公社の更なる経営改善のため、分収割合の
変更をお願いするものです。

契約期間延長
原契約の契約期間 50、60 年
をそれぞれ 80、90 年に延長
する。

天然更新による針広混交林化が図られることから、土地
所有者の方が行う再造林の必要がなくなります。
また、間伐の回数が増えることにより、間伐販売収入の
増加が期待できます。

区　分 内　　　　容 契約書の条文

造林地の処分 契約地を処分（売買・贈与）しようとする場合 第28条

土地所有者の
報告義務

・引っ越しなどにより、住所や電話番号などの連絡先が変わった場合
・名称又は代表者が変わった場合（会社や組合等で契約している場合）
・定款が変更になった場合（会社や組合等で契約している場合）
・契約者の方がお亡くなりになられた場合又は行為能力に変動があった場合

第29条

会津地域以外の土地について、契約されている方 ･･･････ 本社（０２４-５２３-４６６７）
会津地域の土地について、契約されている方 ･････ 会津事業所（０２４２-７９-１０２０）

連絡先


